
 

第２回上富田町特別職報酬等審議会 会議次第 

 日 時：令和 6 年 2 月 13 日（火） 

午後１時３０分～ 

場 所：役場 1 階会議室     

 

１ 開会  

２ 審議  

1） 議会の委員長報酬及び町長等の期末手当について  

3  その他  

4  閉会 



 

（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 和歌山県上富田町令和3年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

15,685

15,633

57.37

7,814,575

7,403,339

330,635

4,412,962

6,058,144

人(R4.1.1現在)

人(R4.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

13.1

15.2

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H29  Ⅲ－２ H30  Ⅲ－２ R01  Ⅲ－２

R02  Ⅳ－２ R03  Ⅳ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※令和4年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和3年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

財政力

財政力指数 [0.49]
類似団体内順位

28/59
全国平均

0.50
和歌山県平均

0.35

財政力指数の分析欄

ここ数年間を比較しても数値に大きな変化はなく、全国平均と同程度で推

移している。県内の平均は上回っているが、財政的に余裕があるわけでは

ないので、今後も事業の優先度を見極め、経費削減を徹底することで歳出

を抑えつつ、継続して安定した歳入確保を図る取組みを行う。
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [81.8%]
類似団体内順位

22/59
全国平均

88.9
和歌山県平均

90.5

経常収支比率の分析欄

前年度と比較して７．２％の改善となっているが、これは普通交付税の追加

算定による一般財源の一時的な増によることが大きいと考えられる。歳出

に関しては、前回と大きく変わらないと考えており、今後も引き続き、歳出全

体での抑制に加え、経常的に支出している経費について、全体的に抜本的

な見直しに向けて取組みを行う。
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [144,065円]
類似団体内順位

13/59
全国平均

155,088
和歌山県平均

163,174

人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

行財政改革による定員管理の適正化や各種手当等の廃止、見直し、及び

各歳出削減の継続した取り組みのため、類似団体、全国、県の各平均を大

きく下回っている。今後も行政運営の効率化とサービス向上のバランスを

測りながら、引き続き改善に向けて取組みを行う。
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給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [97.4]
類似団体内順位

38/59
全国市平均

98.8
全国町村平均

96.3

ラスパイレス指数の分析欄

前年度と数値の増減はないが、類似団体の平均値からは少し上回ってい

る。

既に各種手当等の廃止や見直しを実施しており、独自の手当などはない状

況ではあるが、今後も引き続き適正に維持できるように取り組む。
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定員管理の状況

人口1,000人当たり職員数 [6.38人]
類似団体内順位

9/59
全国平均

8.21
和歌山県平均

9.00

人口1,000人当たり職員数の分析欄

前年度と比較して数値は減少し、行財政改革による定員管理の適正化の

継続により、類似団体、全国、県の各平均を大きく下回っている。

今後も行政運営の効率化と多様化する住民サービスへの対応においてバ

ランスを測りながら、引き続き定員管理の適正化を継続していく。
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [13.1%]
類似団体内順位

56/59
全国平均

5.5
和歌山県平均

9.1

実質公債費比率の分析欄

普通建設事業費等に係る起債の償還に伴い、類似団体、全国市町村の各

平均をともに上回っている。借入については十分検討を行うなどし、前年度

より１．０％減少となった。ただ、今後も起債の対象となる普通建設事業が

控えており、実質公債比率について、横ばいもしくは上昇していく見込みで

あるので、引き続き財政健全化を図ることが優先事項となる
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将来負担の状況

将来負担比率 [15.2%]
類似団体内順位

36/59
全国平均

15.4
和歌山県平均

33.4

将来負担比率の分析欄

昨年度と比較して大きく数値を改善したが、類似団体と比較するとまだまだ

高い水準で推移している。

今後は各種事業の見直しや、財政状況、新規事業についての優先順位を

見極めながら財政の健全化の取組みを行い、現状の水準を維持及び改善

に取り組む。
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

1,058,426 67,480 91,900 ▲ 26.6
33,617 2,143 11,848 ▲ 81.9

- - 323 -
- - 21 -

69,982 4,462 3,646 22.4
10,378 662 1,700 ▲ 61.1

▲ 82,389 ▲ 5,253 ▲ 7,027 ▲ 25.2
1,090,014 69,494 102,411 ▲ 32.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

6.38 9.23 ▲ 2.85
97.4 96.8 0.6

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

688,049 43,867 50,517 ▲ 13.2

- - - -

- - 23 -

237,364 15,133 15,430 ▲ 1.9

29,784 1,899 2,664 ▲ 28.7

- - 451 -

1 0 4 ▲ 100.0

▲ 31,099 ▲ 1,983 ▲ 3,528 ▲ 43.8

▲ 468,896 ▲ 29,895 ▲ 45,748 ▲ 34.7

455,203 29,022 19,813 46.5
※令和4年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H29 1,480,325 94,723 132.1 90,072 13.3 118.8

うち単独分 499,576 31,967 ▲ 6.5 46,083 3.2 ▲ 9.7
 H30 551,533 35,371 ▲ 62.7 88,328 ▲ 1.9 ▲ 60.8

うち単独分 476,919 30,585 ▲ 4.3 49,013 6.4 ▲ 10.7
 R01 850,906 54,654 54.5 103,390 17.1 37.4

うち単独分 494,509 31,762 3.8 51,269 4.6 ▲ 0.8
 R02 559,162 35,901 ▲ 34.3 96,248 ▲ 6.9 ▲ 27.4

うち単独分 380,141 24,407 ▲ 23.2 55,768 8.8 ▲ 32.0
 R03 388,067 24,741 ▲ 31.1 76,413 ▲ 20.6 ▲ 10.5

うち単独分 341,977 21,803 ▲ 10.7 39,658 ▲ 28.9 18.2
 過去５年間平均 765,999 49,078 11.7 90,890 0.2 11.5

うち単独分 438,624 28,105 ▲ 8.2 48,358 ▲ 1.2 ▲ 7.0

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

当該団体決算額
（千円）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）
公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に
充てたと認められる繰入金
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金
公債費に準ずる債務負担行為に係るもの
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計

（注）人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

当該団体決算額
（千円）

人件費
一部事務組合負担金（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）
▲退職金
合計

人口1,000人当たり職員数（人）
ラスパイレス指数
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人口1人当たり決算額の推移

（4）-2 市町村経常経費分析表(普通会計決算)
和歌山県上富田町令和3年度

当該団体値 類似団体内平均

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)
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人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)
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